
( 事業場No. )

・

㎡ ㎡

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

備　　考 令和2年1月23日汚染地面積変更（69.2㎡→0㎡）

土壌の汚染状況

報告受理年月日 特定有害物質の種類 適合しない基準項目 汚染状況調査の受託者

令和元年10月9日 セレン及びその化合物 含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

ランドソリューション(株)

含有量基準・溶出量基準・第二溶出量基準

当該土地が第54条第３項第１号に該当する場合は、その旨 表中１の項下欄（溶出量基準超過かつ周辺で地下水の飲用あり）に該当

当該土地が第55条第３項に該当する場合は、その旨

当該土地が土壌汚染対策法の規定に基づき要措置区域又は形質
変更時要届出区域に指定された区域を含む場合は、その旨

（調査）

汚染状況調査の方法に関する特記事項

当該土地において講じられた健康被害の防止又は周辺地下水
汚染拡大の防止のための措置がある場合は、その内容

土壌汚染の除去（掘削除去）

当該土地に第122条第１項第２号の土壌がある場合は、その旨
（汚染の原因が水面埋立材に由来する場合は、その旨）

工場又は指定作業場の名称
（土地の改変に係る事業の名称）

ニッカー絵具株式会社（令和元年8月20日廃止） 面積 0 （汚染地） 577.19

所在地 練馬区北町二丁目１８４番２ （地番） 練馬区北町二丁目３２番５号 （住居表示）

訂正年月日・契機 令和2年1月6日・第116条第９項、令和2年3月13日・第116条第９項

（環境確保条例第118条の２　参考様式）

土壌汚染情報公開台帳
KJ-232-024

整理番号 １２０－０００１ 調製年月日・契機 令和元年11月22日 第116条第１項第１号

整理番号120-0001 1/2  （添付書類含まず）



有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

土地の措置又は
改変状況

届出(着手)時期 完了時期 土地の措置又は改変の種類 実施者 土壌搬出 汚染土壌の処理方法

令和元年11月19日

有・無

令和元年12月10日 土壌汚染の除去（掘削除去）
(株)エヌアンドエ
スファシリティ

有・無 浄化等処理施設
(令和元年11月25日)

地下水基準・第二地下水基準

地下水の汚染状況
（対象地境界）

地下水基準・第二地下水基準

地下水の汚染状況

報告受理年月日 特定有害物質の種類 適合しない基準項目 汚染状況調査の受託者

令和元年10月9日 － 地下水基準・第二地下水基準 ランドソリューション(株)

地下水基準・第二地下水基準

整理番号120-0001 2/2  （添付書類含まず）
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1 概要 

 

1.1 調査対象地 

 
1）調査対象地の概要 

所在地 ：東京都練馬区北町 2丁目 184 番 2（全１筆）（地番） 

面 積 ：577.19 ㎡（公簿より）  

所有者 ：ニッカ―絵具㈱事業所 

 

調査対象地について、土地利用の履歴、特定有害物質の使用等の状況等の土壌汚染のおそれを推定

するために地歴調査を実施した。  
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２）特定有害物質の使用等状況及び調査対象物質について 

地歴調査の結果、調査対象地では、絵具製造工程において、昭和 63 年頃まで特定有害物質（カド

ミウム、六価クロム、シアン、水銀、セレン、鉛、ふっ素）を含む顔料が使用等されていたことが確

認されているが、それ以降は特定有害物質の使用等はない。 

なお、昭和 52 年に提出した工場変更認可申請書の汚水状態の項目には、重金属等以外に PCB と有

機りんについての記載が確認されている。PCB については、有機顔料の製造時に副生成物質として含

有される可能性があり、有機りん化合物については塗料の原料、顔料には含まれておらず、製品とし

ての使用も確認されていない。 

よって、本調査では、重金属等 7項目（カドミウム、六価クロム、シアン、水銀、セレン、鉛、 

ふっ素）及び PCB を、また、確認のために重金属等 2項目（砒素、ほう素）を調査対象とした。 

また、使用履歴が確認されなかった第一種特定有害物質についても調査対象とした。  

 

３）調査対象区域の調査区分について 

本調査においては、調査対象地を以下の通りに区分した。 

建屋（原料置場、ロール部、生産部）の範囲、廃塗料置場、危険物庫、排水処理槽、排水経路、廃

棄物が埋められた範囲を「土壌汚染が存在するおそれが比較的多いと認められる土地（以下、「全部

対象区分地」という）」と捉えた。（図-1～図-1-3 参照） 

  

４）汚染のおそれが生じた場所の位置について 

 調査対象地では、大規模な土地の改変等が確認されていないことから、現在の地表面を汚染のおそ

れが生じた場所の位置と判断した。 

 なお、埋設配管については現地にて実測により、また排水処理槽については排水処理槽構造を踏ま

えて汚染のおそれの生じた場所の位置を決定した。 
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1.2 調査実施事項 

 

1）土壌調査（重金属等及び PCB） 

 調査対象地について、汚染のおそれが生じた場所の位置から深さ 50cm までの土壌について、第二

種特定有害物質（重金属等）及び第三種特定有害物質（PCB）について土壌溶出量調査、第二種特定

有害物質（重金属等）について土壌含有量調査を実施し、その結果を条例に定められる基準に照らす

ことによって、調査対象地に土壌汚染が存在するおそれを評価した。 

なお、第一種特定有害物質について土壌ガス調査を実施した。 

 

2）ボーリング調査 

 基準不適合が確認された単位区画について、ボーリング調査を実施し、同区画内における土壌汚染

が存在する深度方向の範囲を確認した。 

 併せて、地下水試料を採取し、地下水汚染の有無を確認した。 

 

3）調査実施期間 

 ①既往調査 

調査実施期間： 平成 28 年 6 月 11 日～平成 28 年 6 月 12 日 

公定分析期間： 平成 28 年 6 月 13 日～平成 28 年 6 月 21 日 

 

②追加調査 

調査実施期間： 令和元年 8月 28 日 

公定分析期間： 令和元年 8月 29 日～令和元年 9月 12 日 

  

120-0001 -1　　　5/20



 
 

 

 

4

2 調査結果 

 

＜土壌溶出量＞ 

 A1-7 区画の表層 50cm にてセレンの基準不適合が確認された。その他の物質は、基準に適合して

いた。 

 

＜土壌含有量＞ 

 全ての物質は、基準に適合していた。 

 

A1-7 区画における土壌ボーリング調査の結果、全ての分析深度及び地下水は基準に適合していた。 

 

＜土壌溶出量＞ 

 全ての分析深度で基準に適合していた。 

 

＜地下水＞ 

 基準に適合していた。 

 

 

調査結果図は図-2 及び図-3、①既往調査結果及び②追加調査結果は添付表に示す。 

 

 

以上 
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別紙 1-1 

汚染の状態を明らかにした図面 

土壌汚染状況調査結果

別紙－１ 
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別紙 3-1 

措置の施工方法を明らかにした平面図、立面図、断面図  

別紙－３ 

地
下

水
流

向
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別紙 5-1 

措置完了後の状況を明らかにした図面 

別紙－7 

別紙 7-1 
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